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地熱発電産業界の取り組みが活発化！ 
 日本地熱協会は、地熱開発事業者、タービンメーカー、コンサルタント会社、掘削関

連会社、エンジニアリング会社、商社、金融会社など、54社・3団体が参加する幅広
い産業分野の組織です。 



    １．全国の地熱開発取り組み状況 ① （地元理解段階・検討段階の地点も含む、６８地点） 

No 所在自治体・地点名 

1  北海道標津（しべつ）町 武佐岳（むさだけ）地域 

2  北海道中標津町 

3  北海道弟子屈町 

4  北海道釧路市 フレベツ岳南地域 

5  北海道足寄町 

6  北海道新得（しんとく）町 トムラウシ周辺地域 

7  北海道上川（かみかわ）町 白水沢（しらみずさわ）地域 

8  北海道札幌市 豊羽（とよは）地域 

9 
 北海道札幌市及び赤井川（あかいがわ）村 
 阿女鱒岳（あめますだけ）地域 

10  北海道真狩村 

11  北海道ニセコ町・蘭越町 

12  北海道洞爺湖町 

13  北海道八雲町 

14  北海道鹿部町 

15  北海道奥尻町 

16  北海道函館市 南茅部地域 

17  青森県風間浦村 下風呂（しもふろ）地域 

18  青森県むつ市 

19  青森県弘前市 岩木山（いわきさん）地域 

20  青森県青森市八甲田（はっこうだ）地域 

21  岩手県八幡平市 安比（あっぴ）地域 

22  岩手県八幡平（はちまんたい）市 

23  岩手県盛岡市 つなぎ温泉地域 

24  岩手県雫石（しずくいし）町 網張（あみはり）地域 

25 
 秋田県湯沢（ゆざわ）市 木地山（きじやま）・下の岱（したのたい）
地域 

26  秋田県湯沢市 小安（おやす）地域 

27  秋田県湯沢市 山葵沢（わさびざわ）・秋ノ宮（あきのみや）地域 

28  岩手県西和賀町 

① ④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ ⑨ 

⑫ 
⑮ 

⑲ 
⑳ 

㉑ 

㉒ 

㉔ ㉕ 

㉖ 

⑰ 

② 

③ 

⑩ 

⑪ 

⑱ 

⑯ 

㉓ 

⑬ 

⑭ 

㉘ 
㉗ 

は規制緩和後国立・国定公園案件 

は調査・開発段階 

は地元理解・検討段階 

※同地点で「地元理解」と「調
査・開発」が同時に進捗してい
る場合、「調査・開発」として記
載している。 5 
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No 所在自治体・地点名 

29  宮城県栗駒山南麓地域 

30  宮城県大崎市 

31 
 福島県福島市、二本松市、大玉（おおたま）村、郡山市、 
 猪苗代町 吾妻-安達太良（あづま－あだたら）地域 

32  福島県福島市 土湯温泉地域 

33 
 福島県磐梯町、 猪苗代町（磐梯山周辺）、北塩原村 
 磐梯（ばんだい）地域 

34 
 栃木県日光市・那須塩原市・那須町 
 日光湯元・塩原・那須大丸（なすおおまる）地域 

35  群馬県嬬恋村 鹿沢地域 

36  群馬県前橋市 

37  長野県大町市 

38  新潟県十日町市 

39  新潟県糸魚川市 

40  富山県黒部市宇奈月町 宇奈月（うなづき）温泉地域 

41  富山県富山市 立山山麓地域 

42  富山県南砺市 

43  石川県七尾市 

44  石川県白山市 

45  岐阜県高山市 

46  東京都八丈町 

47  静岡県東伊豆町 熱川（あたがわ）温泉地域 

48  静岡県南伊豆町 

49  静岡県松崎町 

※同地点で「地元理解」と「調
査・開発」が同時に進捗してい
る場合、「調査・開発」として記
載している。 

㊴ 

㊵ ㊶ 

㊻ 

㊼ 

㊲ 

㉞ 

㊳ 

㉟ 
㊷ 

㊸ 

㊽ 
㊾ 

㊱ 

㊹ ㉛ 

㉝ 

㉜ 

㉙ 
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は規制緩和後国立・国定公園案件 

は調査・開発段階 

は地元理解・検討段階 

㉚ 

㊺ 

    １．全国の地熱開発取り組み状況 ②（地元理解段階・検討段階の地点も含む、６８地点） 
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No 所在自治体・地点名 

50  和歌山県田辺市 本宮（ほんぐう）地域 

51  和歌山県白浜町 

52  島根県江津市有福温泉町地域 

53  大分県別府市 

54  大分県由布市 

55  大分県九重町（ここのえまち） 小平谷（おひらだに）地域 

56  大分県九重町 野矢（のや）地域 

57  大分県日田市 

58  大分県九重町 宝泉寺（ほうせんじ）地域 

59  大分県九重町 菅原（すがわら）地域 

60 
 大分県由布市、竹田市及び九重町 平治岳（ひいじだけ） 
 北部地域 

61  熊本県小国町 

62  熊本県小国町 豊礼（ほうれい）の湯 

63  熊本県小国町 石松農園 

64  熊本県南阿蘇村 

65  長崎県雲仙市 小浜地域 

66  宮崎県えびの市 

67  鹿児島県霧島市 白水越（しらみずごえ）地域 

68  鹿児島県霧島市 霧島烏帽子岳（えぼしだけ）地域 ※同地点で「地元理解」と「調査・
開発」が同時に進捗している場合、
「調査・開発」として記載している。 

は規制緩和後国立・国定公園案件 

は調査・開発段階 

は地元理解・検討段階 

  

58 

55 

54  

51 

60 

61 

66 

67 
68 

65 

63 

64 

㊿ 
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    １．全国の地熱開発取り組み状況 ③ （地元理解段階・検討段階の地点も含む、６８地点） 
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 熱、水、貯留構造を地熱の三要素と呼ぶ。 

貯留構造： 
深部に達する断裂など 

熱源： 
一般に第四紀火山マグマ 

水： 
殆どが天水 

火山ガスの影
響で強酸性熱
水なので開発
には不向き 開発に適した

中性熱水の地
熱貯留槽 

9 



10 

単位：万kW

賦存量

700

第1種 260
第2種 250
第3種 520

110
500 500 21%

2,340

現行規制
開発可能別

日本の地熱資源量（推定）

出典：産業技術総合研究所（2011）

合計

960

1,840 79%

1,380

41%

59%

地域 公園内外別

特別地域

特別保護地区

普通地域

自然公園外



 野田（2012)は、特別保護地区と第1種特別地域を合わせて374万kW の可採資源
量があると試算している。 
 資源開発の重要性と自然公園の保全とを勘案して調査を進める事が重要である。 11 



特別保護地区・ 
第１種特別地域 第２種特別地域 

第３種 
特別地域 

第２種特別地域 

熱水上昇域の 
上部に発達する 
難透水ゾーン 

熱水 

地下水 

地熱貯留層 12 

高温域中心が第１種特別地域内に位置する場合の例 

第１種特別地域

第２種特別地域

第３種特別地域

熱水

地熱生産井

地熱生産井

断面位置
（図2に断面図を示す）

地熱貯留層

 熱源が第１種地域などに偏在している場合などには、第１種地域外からの傾斜掘削
を活用するなど、資源を最大限活用する方策の検討をお願いしたい。 

自然公園内の地下に有望地熱資源 
が眠る模式図 （平面）  

自然公園内の地下に有望地熱資源が眠る模式図 （断面）  



 上川町が第1種特別地域内

で掘削して噴気試験を行った
1991年6号井付近が地熱発電

可能な地点であるという調査
結果が得られている。 
 この地点の地下へ第2種特

別地域からコントロール掘削
で地上への影響を回避しつつ
地熱流体を採取できると、当
該地域の地熱開発が可能とな

ると見込まれている。  

13 
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出典：「2012年3月19日 第3回 調達価格等算定委員会資料 日本地熱開発企業協議会」に加筆 

 出力規模、掘削基地、発電所設置位置が確定するのは環境アセスが
終了した時点で有る。（尚、環境アセス4年は2年程度に短縮される予定） 

15 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目 １１年目 １２年目

160 1,060 2,729 1,689 170 75 75 75 75 10,646 4,575 4,575

160 1,220 3,949 5,638 5,808 5,883 5,958 6,033 6,108 16,754 21,329 25,904

６．建設・試運転

単年度費用

累計

１．地表調査

２．坑井調査

３．噴気試験

４．総合解析

５．環境影響評価

地熱発電３０MWモデルケース工程・コスト表
単位：百万円

項目
調査 開発 環境影響評価 建設

d

d

d



出典：奥会津地熱㈱パンフレット 

 既存地熱発電所の生産井・還元井
は殆ど総てコントロール掘削であり、
坑跡直上部の地表に全く影響を及ぼ
していない。 

 コントロー
ル掘削では、
初めは垂直
に掘り、途
中から曲げ
ながらター
ゲットに向
けて方向・
傾斜をコン
トロールし
て成功確率
を高める。 

16 
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 右のボーリングコア写真は、1.2km地下に
在る幅1cmの鉱脈を推定して掘り当てたもの。 

⇐ 地熱貯留槽 

 柳津西山地熱発電所の地熱貯留槽 

出典：Uchida, T. et.al（2011） 

 コントロール掘削の効果は、地上の掘削基地を集約する事で環境へのイン
パクトを軽減するのみならず、急傾斜の細脈である地熱貯留槽の割れ目を
当てる確率を高める事。 

帽岩 

地熱貯留槽 
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○建物、工作物に目立たない色彩（山小屋風）や自
然に調和した色彩を使用するとともに、構内の緑
化により景観への影響を和らげることを実現。 

 景観への配慮 景観に配慮した建物の概観の事例 

上の岱地熱発電所 
（秋田県湯沢市、国立・国定公園外） 

澄川地熱発電所 
（秋田県鹿角市、国立・国定公園外） 葛根田地熱発電所 

（岩手県岩手郡、第２，３種特別地域） 

既存地熱発電所の風致・景観への配慮の事例 

19 19 



○上の岱地熱発電所 
   
 ・ 配管を道路の高さに合わせ、景観を

損ねないよう配慮。 
 
    

○八丁原発電所２号機 坑井基地 
 

  ①サイレンサー（消音器）を坑井基地
より一段低い位置に設置し、景観を
損ねないよう配慮。 

  ②蒸気配管を谷に沿って設置し、周囲
の木々により隠れるように配慮。 

 景観への配慮 

道路の高さ 

景観に配慮した建物の概観の事例 

既存地熱発電所の風致・景観への配慮の事例 

20 20 



蒸気噴気試験における技術の進歩 

○坑井の主弁から熱水混じりの蒸気を噴出さ
せる｢直上噴気｣が行われていため、流体性
状によっては騒音、周辺植生域への熱水飛
散、樹木への着氷被害などが発生。 

 技術の進歩 

○最近は、気水分離器（セパレータ）を通し
て乾いた蒸気のみ大気開放されるため、
騒音および熱水飛散は軽減。このため、
樹木への着氷被害もない。                         
（試験実施者：湯沢市） 

過去の試験例 現在の試験例 

影響を受けた樹木を伐採後、カラマツを植栽（大沼地熱発電所） 
写真の出典：日本自然保護協会第42 号「十和田八幡平国立公園 
後生掛地区地熱発電所計画に伴う学術調査報告｣1972 年3 月 

写真の出典：｢地上環境に配慮
した開発技術等について」 
2009.1.30 第2 回地熱発電に関
する研究会 資料5 
地熱技術開発(株)中田晴弥氏 

既存地熱発電所の環境への配慮の事例 

21 21 



既存地熱発電所の環境への配慮の事例 （硫化水素対策） 

 既存の地熱発電所で
は環境影響調査が行わ
れ、環境排出基準が順
守されているが、蒸気に
含まれる硫化水素ガス
の濃度は地点によって
異なり、他の地熱発電所
と比べて濃度が高く、且、
特殊な気象条件にある
柳津西山地熱発電所に
は硫化水素除去装置が
設置され、硫黄が回収さ
れて資源として活用され
ている（タイヤの増粘剤
や花火の原料など）。 

22 出典：柳津西山地熱発電所パンフレット 
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 現在、建設中の山葵沢地熱発電所の風致・景観への配慮の事例 

 「見えない事」でなく、「どう見せるか」に工夫が凝らされている。 

どう見せるか 

http://yuzawa-geothermal.com/wordpress/wp-content/uploads/2014/03/press_140331_02.pdf 



地熱発電所建設時に自然環境、風致景観に配慮する 

 地熱開発には、環境保全や風景地保護の観点から、自然環境、風致景観への配慮が

必要不可欠である。地熱発電の導入促進のためには、その地域特性などを考慮しつつ、

自然環境等に配慮した事例を作っていくことが重要である。 

 自然環境等への影響を小さくするため、例えばエコロジカル・ランドスケープの手法を活

用するなど、優良事例形成のための取組を進める。 

例 自然環境要素と人工的要素をバランス良く保つ 

エコロジカル・ランドスケープを活用 一般的な設計 

24 
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 現在、建設中の山葵沢地熱発電所の自然環境保全への取り組みの事例 

http://yuzawa-geothermal.com/wordpress/wp-content/uploads/2014/03/press_140331_02.pdf 



■蒸気タービンの排気方式を下向きから、上向き、軸流へと変更する事によって、

小型化による環境への配慮とコストの削減を同時にもたらす技術革新を実現。 

技術革新  ⇒  小型化 
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■この技術革新により、15MW以下は本館の高さを13m以下に出来る可能性が生まれた。 
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実績 平均 先進技術採用後

柳津西山 65 下方 32.3

八丁原1号 55 下方 22.0
八丁原2号 55 下方 22.0
森 50 ⇒ 25 下方 21.3
澄川 50 上方 30.3
葛根田1号 50 下方 27.9
葛根田2号 30 上方 24.0
大霧 30 上方 19.5
山川 30 上方 19.5
上の岱 27.5 ⇒ 28.8 上方 21.5
滝上 25 ⇒ 27.5 上方 19.5
松川 23.5 下方 24.1
大岳 12.5 下方 13.8
鬼首 12.5 ⇒ 15 下方 16.8
大沼 9.5 上方 9.5
八丈島 3.3 上方 3.5

15MW級

本館高さ (m)

15.3
12.6

（軸流排気）

50MW級 26.0
18.0～21.5
（上方排気）

30MW級 21.4
15.7～18.0
（軸流排気）

既存地熱発電所の本館（タービン建屋）の高さ

発電規模 名称 認可出力（MW) 排気方式



１．全国の地熱開発の現状 

２．地熱資源は何処に存在するか 

３．地熱開発のプロセス 

４．環境への配慮の既往取り組み事例 

５．政策要望 

内容 
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５．政策要望 

１．自然公園内建築物の高さの制限１３ｍの弾力的運用をお
願いしたい。 
 

２．空中物理探査について、稀少猛禽類などへの影響に配慮
しつつ、円滑に実施される様お願いしたい。 
 

３．地表に影響を及ぼさないコントロール掘削を活用した第１
種地域などの深部に賦存する地熱資源の有効活用をお願い
したい。 
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